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１０ 福祉及び利益の保護の状況 

(１) 公務災害の認定状況（認定件数） 

公務に起因する災害及び通勤災害について、令和４年度において以下のとおり認定しま

した。 

なお、補償は、職員については地方公務員災害補償基金が行い、条例職員（県議会議員、

その他の非常勤職員）については、県が行っています。 

                          （単位：件） 

区     分 職  員 条例職員 

知事部局 23 7 

議会事務局 0 0 

選挙管理委員会事務局 0 0 

教育委員会 134 0 

監査委員事務局 1 0 

警察本部 77 1 

人事委員会事務局 0 0 

国際園芸アカデミー 0 0 

森林文化アカデミー 1 0 

合     計 236 8 

 

 

(２) 健康管理事業の実施状況（受診者数） 

労働安全衛生法に基づき職員の定期健康診断を実施するとともに、結核予防法に基づく

健康診断及び法令に定める特殊業務（有害要因を取り扱う業務等）に従事する職員に対し

て所定の健康診断を実施しました。 

なお、平成５年度から30歳以上の希望職員に対して、また、平成22年度からは30歳代偶

数年齢及び40歳以上の希望職員に対して、人間ドックを定期健康診断に位置づけて実施し

ています。 

                                 （単位：人） 

区     分 
一般定期 

健康診断 
人間ドック 

結核精密 

健康診断 

特殊業務従事

者健康診断 

知事部局 1,436 3,025 0 685 

議会事務局 7 19 0 0 

選挙管理委員会事務局 3 1 0 0 

教育委員会 1,607 3,302 1 0 

監査委員事務局 5 16 0 0 

警察本部 1,496 2,485 0 330 

人事委員会事務局 4 8 0 0 

国際園芸アカデミー 5 15 0 0 

森林文化アカデミー 8 32 0 0 

合     計 4,571 8,903 1 1,015 
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(３) 恩給及び退隠料支出の状況 

   昭和37年の共済組合制度発足前に退職した職員及び遺族に対して、恩給（国任命職員）

及び退隠料（県任命職員）を支給しました。 

                                   （単位：人） 

区     分 恩給 
恩給 

扶助料 
退隠料 

退隠料 

遺族扶助料 

知事部局 0 7 0 4 

教育委員会 5 24 0 0 

警察本部 3 28 0 0 

合     計 8 59 0 4 

 

(４) 利益の保護の状況 

職員の利益については、勤務条件に関する措置要求制度及び不利益処分についての不服

申立、審査請求制度によって保護されています。 

① 勤務条件に関する措置の要求 

勤務条件に関する措置の要求制度は、職員が、勤務条件の改善を図るため、適当な措置

が執られるよう、人事委員会に対して要求できる制度です。 

   なお、実際に職員から措置要求があった場合、人事委員会はその内容を審査し、必要な

勧告を行うほか、あっせん等により問題の解決を図ります。 

② 不利益処分に関する不服申立て、審査請求 

不利益処分に関する不服申立、審査請求制度は、職員が懲戒その他その意に反する不利

益な処分を受けた場合に、人事委員会に対してその処分の是正を要求できる制度です。 

なお、実際に職員から不服申立て、審査請求があった場合、人事委員会は、その内容を

審査し、処分の修正若しくは取消し又は承認を行います。 
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